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表2 グループに対する所得速度の回帰分析
グ ル ー プ 期 間 回帰方程式 (係数) 所得速度の上昇率(%)b R 2 DW
先進市場経済国 Vl:1952-82 0.067 0.940 0.871 1.4
V2:1952-82 -0.009 0.853 1.305 -0.5
中の上位の経済国 Vl:1953-82 0.068 0.575 0.487 0.8
V2:1953-82 -0.068 0.900 0.894 -2.6
中の下位の経済国 Vl:1952-82 -0.034 0.462 0.863 0.0
V2:1952-82 -0.118 0.957 1.270 -2.2
下位の経済国 Vl:1962-82 -0.125 0.840 1.091 -1.6
V2:1962-82 -0.176 0.960 1.178 -3ー3
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はU字形になるのか.また,日本ではそれがなぜ
低下しつづけるのか,というような問題である.
もし日本が成熟化すれば,それは将来本当に上昇
するのであろうか.逆に,上昇することが社会の
成熟化の条件なのであろうか.
二つ目として,マネーサプライに関連して経済
成長力の源泉となる投資誘因は何か,という問題
である.例えば日卒の高い投資比率が低金利政策
によるものなのか,いわゆる日本型資本主義や金
融制度によるものか,速い技術革新によるものな
のか,あるいはもっと他の因丁 勤倹 ･貯蓄的
風土- によるものかを明らかにしなければなら
ない.
三つ目として,EYの値の大きさを決める主因を
製造業の強弱や生産性の大小に帰着させたが,多
分に推論的である.この点に関しては,マネーサ
プライにおいて非製造業の生産性を考慮した,ち
っと広範囲な分析が必要である.本稿ではその段
階には至っていないが,E,の値を決定する因子を
定量的に把握できれば,金融 ･財政政策において
極めて有効な手段を得ることができる.この点も
残された大きな課題といえる.
(やまざき まさき 教授)
(1991.12.20受理)
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